平成31（2019）・平成32（2020）年度建設工事に係る
入札参加申請書の提出要領書

佐賀西部広域水道企業団が発注する建設工事に係る競争入札（「測量・建設コンサルタント等」、「物品の製造、修理、購入又は賃貸借」及び「庁舎等維持管理業務、産業廃棄物処理業務及び浄水施設等運転監視業務」を除く。）に参加を希望される方は、下記事項を確認して、申請書を提出してください。

記

１　受付期間　　　　
平成31年 1月 4日（金）から平成31年 1月31日（木）まで
（ただし、土・日・祝祭日は除く）
なお、上記期間以外にも随時受付を行いますが、申請の時期によっては、希望する入札等に間に合わないことや有効期間が短くなる場合があります。
２　提出方法及び提出先　　　
持参または郵送（平成31年 1月31日消印有効）
〒849-0201
佐賀市久保田町大字徳万1869番地
佐賀西部広域水道企業団　工務課　工務係
※　郵送の場合は、必ず封筒に「入札参加申請書在中」と朱書きしてください。
３　提出書類及び記入要領
別紙のとおり

４　入札参加申請書を提出することができない者
次の各号に該当する場合は、申請書を提出できません。

（１） 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者

（２） 企業長から入札参加資格を取り消された者で、その取り消しの日から２年を経過しない者
（３） 当該契約の履行に関し、官公署の許可、認可等（以下「許可等」という。）を要する場合において、許可等を得ていない者
（４） 申請書を提出する日現在において、営業を開始した日から２年を経過しない者又は営業を停止し、若しくは休止した者で営業を再開した日から２年を経過しない者

（５） 暴力団員が実質的に経営に関与している等、企業長が特に不適当と認める者
５　有効期間　　　　
平成31（2019）年 4月 1日から平成33（2021）年 3月31日まで

Ⅰ　提出書類　　

以下の書類を番号順にＡ4版ファイル（青色）（押え板は金属製でないもの）に綴り、ファイルの表紙及び背表紙に「平成31（2019）・平成32（2020）年度入札参加申請書（建設工事）」と「申請者名」を記入してください。

なお、下表の○印のついているものは必須、△印のついているものは該当する場合のみ提出してください。
	番号
	書類等の名称
	法人
	個人
	備　　　　　考

	―
	入札参加申請書
チェック一覧表
	○
	○
	

	１
	一般競争（指名競争）
参加資格審査申請書
（様式1-1）
	○
	○
	指定様式又は中央公共工事契約業務連絡協会
(中央公契連)統一様式

	２
	工種別完成
工事高
（様式1-2）
	○
	○
	

	３
	営業所一覧表
（様式2）
	○
	○
	

	４
	工事経歴書
（様式3）
	○
	○
	

	５
	技術者経歴書
（様式4）
	○
	○
	

	６
	総合評定値通知書
	○
	○
	

	７
	建設業許可証明書
	○
	○
	

	８
	社会保険等の加入
についての誓約書
（様式5）
	○
	○
	

	９
	使用印鑑届
（様式6）
	○
	○
	

	10
	印鑑証明書
	○
	○
	

	11
	委任状
（様式7）
	△
	―
	支社等に入札等の権限を委任する場合

のみ提出してください。

	12
	登記事項証明書
身分証明書
	○
	○
	

	13
	納税証明書
	○
	○
	

	14
	返信用封筒
（受付確認票送付用）
	△
	△
	郵送の場合のみ提出してください。


Ⅱ　提出書類の記入要領
1．一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（様式１-1）

支社、支店、営業所又は出張所（以下「支社等」という。）に入札等の権限を委任する場合であっても、本社又は本店名（以下「本社等」という。）で申請してください。

なお、印鑑は実印を使用してください。

2．工種別完成工事高（様式1-2）

希望する工種コードを◯で囲み、基準決算以前の決算、基準決算及び年間平均完成工事高（消費税を含まない金額）を記入してください。ただし、希望しない工種については、記入不要です。
3．営業所一覧表（様式2）

4．工事経歴書（様式3）

（１） 許可を受けた建設業の種類に対応した建設工事の種類ごとに作成してください。
（２） 申請日前２年間に完成した工事を記入してください。 

（３） 工事概要は、工事の内容、範囲、規模等が分かるように具体的に記載してください。
（４） 自社様式を使用する場合は工事概要を明記したものであることとします。
5．技術者経歴書（様式4）

（１） 許可を受けた建設業の種類に対応した工種ごとに作成してください。 

（２） 自社で雇用している技術者について記入してください。 

（３） 異なる資格を併せて持つ技術者は、工種ごとに別々に記載してください。 

（４） 監理技術者の資格を持つ者は、資格区分とは別に監理技術者区分に○印を付けてください。 

（５） 「氏名」の記載は、営業所（本社等又は支店等）ごとにまとめて行い、その直前に括弧書きで営業所名（本社等又は支店名等）を記載してください。 

（６） 自社様式を使用する場合は資格を明記したものであることとします。 

6．総合評定値通知書

（１） 申請日時点で有効な「総合評定値通知書」を提出してください。 

（２） 経営事項審査を受けた者で、総合評定値通知書がまだ届いていない場合には、審査済の印が押された書類を提出し、総合評定値通知書が届き次第速やかに提出してください。 
（３） 本通知書については、コピーしたものを提出しても可とします。
7．建設業許可証明書

（１） 申請日時点で有効な許可についての証明書を提出してください。 

（２） 上記証明書は、建設業法第３条第１項の規定による許可を証する書類とします。
ただし、更新許可通知書の発行が申請日より６か月以内のものであれば通知書でも可とします。 

（３） 更新中のものは、更新手続き済みであることが確認できる書類（更新申請書で受付印のあるもの等）を提出してください。

（４） 本証明書等については、コピーしたものを提出しても可とします。
8．社会保険等の加入についての誓約書（様式5）

企業団では、建設産業における人材の確保と健全な競争環境を構築するため、申請者に社会保険等（健康保険、厚生年金及び雇用保険）の加入についての誓約をお願いしています。
なお、社会保険等に関して、それぞれ法令で強制適用となる者については、別紙1を参照してください。

9．使用印鑑届（様式6）    

（１） 入札等に実際使用する印鑑（代表者印）を押印してください。
（２） 支社等に入札等の権限を委任する場合は、委任状の受任者印と使用印は同一印となります。 

（３） 法人で丸印に会社名・代表者（受任者）名が含まれる場合は丸印のみを押印してください。

（４） 会社名のみが記載された印鑑（角印）を使用印とすることはできません。
10．印鑑証明書    

（１） 一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（様式1-1）、社会保険等の加入についての誓約書（様式5）及び使用印鑑届（様式6）に押印した実印の印鑑証明書を提出してください。 

（２） 申請日前３か月以内に発行されたものを提出してください。

（３） 本証明書については、コピーしたものを提出しても可とします。
11．委任状（様式7）    

（１） 入札参加資格の有効期間を通して、入札・見積、契約締結、代金の請求・受領等の権限を、本社等代表者（社長等）から代理人（支社等長）に委任する場合は、委任状を提出してください。 
（２） 受任者の印は、使用印鑑届（様式6）の代表者印（使用印）欄に押印した印と一致します。 

（３） 委任状は自社様式でも可とします。ただし、委任事項を(様式7)と照合する等、内容に留意してください。
12．登記事項証明書・身分証明書

（１） 法人は履歴事項全部証明書、個人は本籍のある市町村発行の身分証明書及び東京法務局発行の「登記されていないことの証明書（成年被後見人、被保佐人、被補助人とする記録がない。）」を提出してください。 

（２） 申請日前３か月以内に発行されたものを提出してください。
（３） 本証明書については、コピーしたものを提出しても可とします。
13．納税証明書
（１） 国税、県税及び市区町村税それぞれの未納税額のない証明書（完納証明書）を提出してください。
（２） 支社等に委任する場合は、受任地の県税及び市区町村税の証明書も併せて提出してください。
（３） 消費税・地方消費税については、課税業者の方のみ提出してください。
なお、地方消費税の納入を免除されている方は、（別紙）「免税事業者届出書」を提出してください。
（４） 県税について、全税目に関し未納がないことの証明書の発行を取り扱っていない場合は、法人事業税及び法人県（都道府）民税の納税証明書でこれに代えるものとします。
（５） 市区町村税について、全税目に関し未納がないことの証明書の発行を取り扱っていない場合は、法人市町村民税及び固定資産税の納税証明書でこれに代えるものとします。
（６） 申請日前３か月以内に発行されたものを提出してください。
（７） 本証明書については、コピーしたものを提出しても可とします。

	
	税種
	証明書発行所
	内容

	国税
	法人税又は
所得税及び
消費税
	管轄税務署
	納税証明書「その３の３」
（個人事業者は「その３の２」） 

	県税
	全税目
	都道府県税事務所
	県税（全税目）の未納がない証明書

	市区町村税
	全税目
	市区町村
	市区町村税（全税目）の未納がない証明書


14．返信用封筒（受付確認票送付用）
（１） 郵送による申請の場合に、受付票を送付するために用いるものです。 

（２） 封筒には返信宛先を記載し、82円切手を貼付のうえ提出してください。 
